
    令和 6 年 3 月 29 日 

 

＜研究課題＞   幾何構造に着目した生活道路の無信 

号交差点における一時停止率への影 

響要因分析 

 

代表研究者 豊田工業高等専門学校環境都市工学科 教授 山岡 俊一 

 

 

【抄録】 

我が国で 2022年に発生した市街地の全交通死亡事故の内、56.7％が交差点および交差点

付近で発生している。交差点における死亡事故のうち無信号交差点での割合が 58.6％であ

り、比較的低速で走行している無信号交差点にしては高い割合である。そのため、生活道路

の無信号交差点における交通事故対策の検討が急務といえる。このような背景より、無信号

交差点における交通事故を防ぐためには、ドライバーの安全確認、即ち一時停止の遵守が重

要である。そこで本研究ではまず、複数の無信号交差点における一時停止遵守率の実態を調

査した。次に、交差点の幾何構造を説明変数とした重回帰分析と判別分析により、一時停止

遵守への影響要因を明らかにした。その結果、一灯式信号の設置と自車側道路の歩道が広い

こと等が一時停止率を高くし、自車側道路のゾーン 30 の路面標示や狭さく等が一時停止率

を低くする要因であることが分かった。 

 

 

１．研究の目的 

 

わが国の交通事故件数は年々減少している

が、生活道路においては減少率が横ばいとなっ

ている。また、2022 年の道路形状別の事故件

数に注目すると、交差点内および交差点付近が

56.7%を占めている 1)。交差点における死亡事

故のうち、無信号交差点の割合が 58.6%であり、

比較的自動車の走行速度が遅い無信号交差点

にしては高い割合となっている。また、生活道

路は、自転車や歩行者の通行が多く、住宅に隣

接していることから見通しが悪いことが多い

道路である。ゆえに、生活道路の無信号交差点

における交通事故を防ぐためには、ドライバー

の安全確認、つまり一時停止の遵守が重要だと

考えられる。 

そこで本研究では、複数の無信号交差点にお

いて一時停止の実態を調査した。そして、一時

停止率を目的変数、交差点の幾何構造を説明変

数とした重回帰分析、および一時停止の有無を

目的変数、交差点の幾何構造を説明変数とした

判別分析により、自動車の一時停止に影響する

要因を明らかにすることを目的とする。 

 

２．研究方法 

 

2-1 調査対象交差点 

 分析対象は 4 枝無信号交差点である。無信号

交差点において、複数方向の一時停止規制があ

る場合、1 方向の一時停止規制を 1 サンプルと

した。計測車両数が 50 台以上の無信号交差点

を分析対象とし、交差点数としては 65 交差点、

一時停止箇所数としては 90 サンプルとなった。 

 

2-2 観測調査 

 現地で調査員が目視により車両を一台ずつ

観測し、車両挙動および停止位置について記録

した。調査は雨天の日以外に実施し、歩行者や

自転車、交差車両、駐車車両などの影響を受け

た場合のデータは、分析対象から除いている。

即ち、交差点幾何構造以外の要因が一時停止行

動に影響しない状況の車両のみを分析対象と

している。 

車両挙動は、「停止」、「微速」、「減速」、「無

視」の 4 段階で定義し記録した。なお、それぞ

れの定義を以下に記す。タイヤの動きが完全に

停止した場合を「停止」、自動車の速度が限り

なく 0km/h に近いが、タイヤの動きが完全に

停止していない場合は「微速」、減速はするも

のの「微速」、「停止」に至らない場合は「減速」、

全く減速しない場合は「無視」としている。な

お、「微速」と「減速」は調査員の主観に寄る

ところもあるため、分析では「停止」と「それ

以外」として扱っている。 

なお、停止の定義は、車両のフロントバンパ

ー、即ち車両の先端が停止線を超えない直前で

停止することである。 

 

2-3 無信号交差点の幾何構造データ 

 交差点の幾何構造データは、現地調査により

収集した。幾何構造データとして、自車側道路、

交差道路、交差点部の各幾何構造を収集した。



また、最寄りの小学校までの距離等の周辺状況

に関するデータも用意した。 

 

３．研究の成果 

 

3-1 一時停止の実態 

停止線前の一時停止率の分布を図１に示す。

およそ 9 割の無信号交差点で停止線前の一時

停止率が 10%以下であることが分かった。 

 

3-2 重回帰分析 

「停止線の手前で停止した割合」、及び「停

止線を越えて停止した車両を含む停止車両の

割合」を目的変数、表 1 の項目を説明変数とし

た重回帰分析を行った。説明変数間の相関分析

より、多重共線性の可能性のある変数を排除し、

その後、5%有意ではない変数を一部排除した

上で、重回帰分析を行った。 

 

(1) 停止線前での一時停止率を目的変数とし

た重回帰分析 

停止線より手前での一時停止率を目的変数

とした重回帰分析結果を表 2 に示す。停止線前

での一時停止率を高くする要因として、特に一

灯式信号が寄与している。これは、赤信号が点

滅していることで、反射的に止まらなければな

らないという意識が働くためであると考えら

れる。また、観測対象車両が走行している道路

（以下、自車側道路と称す）の歩道幅員が停止

率に影響している。歩道が広いことでドライバ

ーは歩行者を意識し、停止率が高くなるのでは

ないかと考えられる。 

一方で、停止線前での一時停止率を低下させ

る要因として、特に自車側道路のゾーン 30 を

示す路面標示が挙げられる。原因は不明である

が、大江ら 2)の研究では、路面標示に対する視

認性が運転行動に影響しているが、路面標示を

何度も視認することで、慣れが生じる可能性が

示唆されている。このことから、ゾーン 30 を

示す路面標示は一時停止率を高める効果まで

は期待しにくい対策であると推察される。次に、

自車側道路の狭さくも停止率低下に影響して

いる。ここでの狭さくは、全て交差点の直前（停

止位置）に設置されている狭さくである。狭さ

く部は幅員が狭まっているため、ドライバーは

狭さくを構成するラバーポール等との接触に

気を付けて通過する必要がある。そのためドラ

イバーにとって面倒な交差点となり、早く通過

してしまいたいという心理が働くのではない

かと考えられる。 

 
 

 

図 1 停止線前の一時停止率の分布 

説明変数 係数 t 

切片 1.636 0.757

中心カラーダミー -1.592 -2.281

一灯式信号ダミー 9.890 4.234

カーブミラーダミー -2.260 -2.080

自車側道路 狭さくダミー -5.478 -1.987

自車側道路 歩道幅員(m) 1.358 5.355

自車側道路 見通し角度(°) 0.029 2.907

自車側道路 路面標示ダミー -6.826 -2.649

交差道路 路面標示ダミー 2.407 2.475

最近接幼稚園までの距離(m) -0.007 -3.597

重相関係数

サンプル数

0.724
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表 2 停止線前の停止率の重回帰分析結果 

表 1 分析に用いる説明変数 
定義

1 停止線間距離(m) 停止線間距離(m)（図参照）

2 自車側道路 中心から停止線(m) 交差点中心から自車側道路の停止線(m)（図参照）

3 自車側道路 狭さくダミー 自車側道路の狭さくがあれば1，なければ0

4 自車側道路 イメージ狭さくダミー 自車側道路のイメージ狭さくがあれば1，なければ0

5 自車側道路 横断歩道ダミー 自車側道路の横断歩道があれば1，なければ0

6 自車側道路 中心から横断歩道(m) 自車側道路の中心から横断歩道までの距離(m)（図参照）

7 自車側道路 横断歩道セットバック距離(m) 自車側道路の横断歩道セットバック距離(m)（図参照）

8 自車側道路 歩道ダミー 自車側道路の歩道があれば1，なければ0

9 自車側道路 歩道幅員(m) 自車側道路の歩道幅員(m)

10 自車側道路 歩道カラ―ダミー 自車側道路の歩道カラ―舗装があれば1，なければ0

11 自車側道路 路肩・路側帯カラーダミー 自車側道路の路肩・路側帯カラー舗装があれば1，なければ0

12 自車側道路 見通し角度(°) 自車側道路の停止線からの見通し角度(°)（図参照）

13 自車側道路 進入前対策ダミー 自車側道路の進入前対策があれば1，なければ0

14 自車側道路 標識ダミー 自車側道路のゾーン30標識があれば1，なければ0

15 自車側道路 路面標示ダミー 自車側道路にゾーン30の路面標示があれば1，なければ0

16 自車側道路 車道幅員(m) 自車側道路の車道幅員(m)

17 自車側道路 停止線前カラーダミー 自車側道路の停止線前カラー舗装があれば1，なければ0

18 自車側道路 道幅合計(m) 自車側道路の道幅合計(m)

19 自車側道路 一時停止標識の停止線距離(m) 一時停止標識の停止線距離(m)

20 自車側道路 一時停止標識上部ダミー 一時停止標識が道路上部に設置してあれば1，なければ0

21 自車側道路 止まれ路面標示強調ダミー 「止まれ」の路面標示の強調があれば1，なければ0

22 交差道路 狭さくダミー 交差道路の狭さくがあれば1，なければ0

23 交差道路 イメージ狭さくダミー 交差道路のイメージ狭さくがあれば1，なければ0

24 交差道路 横断歩道ダミー 交差道路の横断歩道があれば1，なければ0

25 交差道路 歩道ダミー 交差道路の歩道があれば1，なければ0

26 交差道路 歩道幅員(m) 交差道路の歩道幅員(m)

27 交差道路 歩道カラ―ダミー 交差道路の歩道カラ―舗装があれば1，なければ0

28 交差道路 路肩・路側帯カラーダミー 交差道路の路肩・路側帯カラー舗装があれば1，なければ0

29 交差道路 進入前対策ダミー 交差道路の進入前対策があれば1，なければ0

30 交差道路 標識ダミー 交差道路のゾーン30標識があれば1，なければ0

31 交差道路 路面標示ダミー 交差道路にゾーン30の路面標示があれば1，なければ0

32 交差道路 車道幅員(m) 交差道路の車道幅員(m)

33 交差道路 停止線前カラーダミー 交差道路の停止線前カラー舗装があれば1，なければ0

34 交差道路 道幅合計(m) 交差道路の道幅合計(m)

35 中心カラーダミー 中心カラー舗装があれば1，なければ0

36 一灯式信号ダミー 一灯式信号があれば1，なければ0

37 カーブミラーダミー カーブミラーがあれば1，なければ0

38 中心タイルダミー 中心タイルがあれば1，なければ0

39 中心びょうダミー 中心びょうがあれば1，なければ0

40 次交差点信号ダミー 次の交差点に信号機があれば1，なければ0

41 交差道路幅員-自車側道路幅員(m) 交差道路幅員-自車側道路幅員(m)

42 自車側道路一通ダミー 自車側道路が一通であれば1，そうでなければ0

43 最近接小学校までの距離(m) 最近接小学校までの距離(m)

44 最近接幼稚園までの距離(m) 最近接幼稚園までの距離(m)

45 交差点ハンプダミー 交差点ハンプがあれば1，なければ0
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(2) 停止線越えを含む一時停止率を目的変数

とした重回帰分析 

 停止線を越えたとしても停止しないよりは

安全な走行であると考えられる。そのため、停

止線の手前及び停止線を越えて停止する一時

停止率（位置に関係なく一時停止した割合）を

目的変数とした重回帰分析を行った。その結果

を表 3 に示す。 

 停止線越えを含む一時停止率を高くする要

因として、自車側道路はイメージ狭さくと歩道

幅員、停止線からの見通し角度、交差点進入前

対策（シケイン）、交差道路は歩道と路面標示、

交差点環境は一灯式信号が統計的に有意な変

数となった。 

特に一灯式信号機が一時停止率に寄与して

おり、停止線前の一時停止率と同様の結果とな

った。次に自車側道路のイメージ狭さくが一時

停止率に影響している。物理的デバイスの狭さ

くとは異なり、ドライバーが接触に気を配る必

要がなく、少ないストレスで走行することがで

き、余裕を持った運転ができているためではな

いかと考えられる。また、進入前対策（シケイ

ン）が一時停止率に影響している。シケインの

ある道路では、左右のハンドル操作を強いられ

る。そのため、車両の走行速度が遅くなり、一

時停止率が高くなるのではないかと考えられ

る。 

一方、一時停止率を低下させる要因として、

自車側道路は狭さくと路面標示、一時停止標識

の上部設置、交差道路は横断歩道と歩道カラー、

車道幅員、交差点環境は中心カラーと最近接小

学校までの距離が統計的に有意な変数として

得られている。特に自車側道路の狭さくが一時

停止率に寄与しており、停止線前の一時停止率

と同様の結果となった。 

 

3-3 判別分析 

「停止線の手前での一時停止」の有無、「停

止線越えを含めた一時停止」の有無を目的変数、

表 1 に示す項目を説明変数とした判別分析を

行った。 

 

(1) 停止線前での一時停止有無を目的変数

とした判別分析 

表 4 に「停止線前で一時停止する」、「停止線

前で一時停止しない」を判別する要因を特定す

るための判別分析の結果を示す。なお、判別係

数が負値であれば「停止線前で一時停止する」、

正値でれば「停止線前で一時停止しない」こと

を表している。停止線前での一時停止を促す要

因として、自車側道路は歩道幅員と停止線から

の見通し角度、交差道路は路面標示、交差点環

境は一灯式信号が統計的に有意な変数として

得られている。停止線前の一時停止率の重回帰

分析の結果とほぼ同様になった。 

一方、停止線前での一時停止不遵守の要因と

して、自車側道路は狭さくと路面標示、一時停

止標識の上部設置、交差道路は横断歩道、交差

点環境は中心カラー、最近接小学校と幼稚園ま

でのそれぞれの距離が統計的に有意な変数と

して得られている。一時停止不遵守要因につい

てもおおむね重回帰分析と同様の結果となっ

た。 

 

(2) 停止線越えを含む一時停止有無を目的変

数とした判別分析 

表 5 に停止線越えを含めた一時停止の有無

を判別する判別分析の結果を示す。なお、判別

説明変数 判別係数 p値

中心カラーダミー 0.273 0.017

一灯式信号ダミー -1.780 0.000

自車側道路 狭さくダミー 1.446 0.004

自車側道路 歩道幅員(m) -0.327 0.000

自車側道路 見通し角度(°) -0.008 0.000

自車側道路 路面標示ダミー 1.043 0.011

自車側道路 一時停止標識上部ダミー 0.645 0.005

交差道路 横断歩道ダミー 0.388 0.001

交差道路 路面標示ダミー -0.557 0.002

最近接小学校までの距離 0.001 0.011

最近接幼稚園までの距離 0.001 0.002

定数項 0.671

判別的中率(%)

サンプル数 8757

66.3%

表 4 停止線前の一時停止有無の判別分析結果 

説明変数 係数 t 

切片 7.821 3.065

自車側道路 狭さくダミー -13.606 -3.702

自車側道路 イメージ狭さくダミー 11.302 3.038

自車側道路 歩道幅員(m) 2.082 6.562

自車側道路 見通し角度(°) 0.029 2.477

自車側道路 進入前対策ダミー 4.057 2.434

自車側道路 路面標示ダミー -5.630 -2.174

自車側道路 一時停止標識上部ダミー -1.512 -1.028

交差道路 横断歩道ダミー -2.107 -2.631

交差道路 歩道ダミー 4.038 4.312

交差道路 歩道カラ―ダミー -2.178 -2.395

交差道路 路面標示ダミー 3.348 3.135

交差道路 車道幅員(m) -1.245 -2.544

中心カラーダミー -1.510 -2.008

一灯式信号ダミー 14.023 5.279

最近接小学校までの距離(m) -0.008 -3.071

重相関係数

サンプル数

0.805
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表 3 停止線越え含む停止率の重回帰分析結

果 



係数が負値であれば「一時停止する」、正値で

れば「一時停止しない」ことを表している。停

止位置に関係なく一時停止を促す要因として、

特に一灯式信号が統計的に有意な変数として

得られている。これは重回帰分析の結果と同様

になった。 

一方、一時停止不遵守の要因としては、重回

帰分析と同様に特に自車側道路の狭さくが一

時停止不遵守に影響しいる。  

 

3-4 研究成果のまとめ 

停止線前の一時停止率と停止線越えを含め

た一時停止率は、ともに一灯式信号が存在する

ことで、高まることが分かった。一方、一時停

止率を低くさせる要因として、路面標示や狭さ

くが挙げられる。前者の理由は考察が困難であ

るが、路面標示特有の何度も視認することによ

る慣れが生じ、停止率の向上にはつながりにく

いと考えられる。後者は、ドライバーにとって

面倒な交差点となり、早く通過してしまいたい

という心理が働くのではないかと考えられる。 

 

４．今後の課題 

 

本研究において一時停止率向上に寄与して

いた一灯式信号は、「黄色点滅は注意して進行、

赤色点滅は一時停止」のルールが浸透しないこ

とから信号無視を誘発したり、乗用車を不要に

停止させたりするとして、全国的に撤去が進め

られている。そのため、一灯式信号と同等の一

時停止率を高める効果があり、さらに維持管理

がしやすい対策を検討していく必要がある。 

本研究では交差点ハンプが設置された無信

号交差点においても調査を実施している。しか

しながら、一時停止率の向上には寄与しない結

果となり、重回帰分析と判別分析の説明変数に

も選択されなかった。サンプル数が少ない（4

交差点）ということもあるため、今後調査箇所

を増やし、さらに検証を進める必要がある。 

本研究では無信号交差点における一時停止

実態とその要因を明らかにしたが、結果に対す

る考察に十分な説得力があるとはいえない。そ

のため、ドライバーの心理面からのアプローチ

も必要であり、今後の課題としたい。 

 

５．研究成果の公表方法 

 

 土木学会、交通工学研究会、日本福祉のまち

づくり学会等で口頭発表し、論文に投稿する予

定である。 
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表 5 停止線越えを含む一時停止有無の判別分 

析結果 

説明変数 判別係数 p値

自車側道路 狭さくダミー 1.519 0.001

自車側道路 歩道幅員(m) -0.396 0.000

自車側道路 見通し角度(°) -0.008 0.000

自車側道路 路面標示ダミー 1.157 0.005

自車側道路 道幅合計(m) 0.146 0.003

交差道路 横断歩道ダミー 0.200 0.072

交差道路 歩道ダミー -0.383 0.004

交差道路 歩道カラ―ダミー 0.340 0.013

交差道路 車道幅員(m) 0.157 0.015

中心カラーダミー 0.224 0.042

一灯式信号ダミー -1.434 0.001

最近接小学校までの距離(m) 0.001 0.039

定数項 -0.181

判別的中率(%)

サンプル数

63.46%
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